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　日本のみならず、今私の住んでいるフランスでも、また英国も含めたEC諸国、特に新加盟国の旧東欧諸国に
於いても医療制度改革は、失業率の増加ともに政治経済改革の最重要課題となっています。最大の理由は、どの
国も少子高齢化による年金や医療保険・介護保険等の社会保障額が、国家経済のみならず個人経済生活への危機
感をよび、各国政府・与党の政治的指導力が問われているからでしょう。特に医療への経済市場原理の導入は急
速に進みつつあり、エイズに始まり臓器移植、体外受精、幹細胞移植等新しい医療倫理・生命倫理そして受診者
の権利と保障、DNAに発した新しい生命科学、理学的・科学的診断技術などが医療市場に介入されてきていま
す。私がWHO事務局長時代、すでにGATTからWTOへの多国間関税交渉で医薬品特許や食品安全性を関税障
壁とみなすかの議論が起こり、私も巻き込まれ苦労をしたものです。戦後の日本では、医療資源の欠乏、医師養
成の再編成、加え占領軍指導のもとでの医学教育も含めた教育制度の改革、インターンや医師国家試験制度が施
行されました。特に公衆衛生学の重要性が指摘され、当時の大学ではドイツ流衛生学から米国式の公衆衛生学へ
の転向が始まり医師国家試験でも重要な位置を占めました。医療制度は他国に比べ制度的には先進国でしたが、
公衆衛生は当時の厚生省所管であり、戦前にロックフェラー財団から寄贈された白金の国立公衆衛生院は公衆衛
生教育の拠点となりましたが、学校として認められませんでした。そのため、これから第一線で活躍する医学部
卒業後研修を経た君たちでも、修士の免状をもらうことができず、海外留学やWHO採用の際、米国の公衆衛生
大学院に入所研修する際などにも不利でした。今でも、和光市に新築された国立保健医療科学院は学校として認
められていない一方で、国は法科大学院の設置には熱心で2003年には設置許可されています。米国で医療費の高
騰を招いた原因として、医者より弁護士の数が多くなり、医療訴訟が増え、訴訟成功率も高く弁護士の人気職種
になったためとも言われていますが、日本がそのようにならないことを願っています。医学教育制度の変換は驚
くほどですが、医療制度とのかみ合わせが悪く、駅弁大学から“乱杭歯”大学（講座・医局・派遣医制度）になり、
郷土食文化に満ちた駅弁も味わえなくなりつつあるように、地域に密接した医療政策への関心も薄れ、主要国立
大学の出先になり研究優先で、地域疫学情報を持った医療機関との連携連帯が忘れられる傾向が出てきました。
幸い私大や地方公立出身の開業医が医師会をリードし、0歳でも65歳に於いても、世界第一の平均余命国民とな
りました。戦後日本の誇る公衆衛生対策がいくつかあります。第一は結核です。官（政府）公（予防会・保健所・
労働医学・衛生）民（市町村・開業医・個人）が一体となり予防と治療に取り組み、戦後日本の発展に貢献した良
い例でしょう。胃がんや循環器疾患死亡率の低下は診断治療技術の発展のみならず、公衆衛生的手法により成功
し、世界一一の長寿国となりましたが、ここで中短期パッチワーク的社会保障政策から、長期医療政策に、公衆衛
生学を取り入れた医療教育制度改革を考えるべきでしょう。21世紀の医療は公平・公正で、心配のない安全な、
憲法12条と25条に明記されている国民としての生活福祉の義務と、国の義務としての社会福祉・社会保障・公
衆衛生の向上増進を組み入れた医療制度改革の重要性を再認識すべきと思います。私の信念は公衆衛生学を重点
的国家発展・繁栄政策とし、医学の分野を超えた国民の健康と福祉を守り、かつ疫学的エビデンスによる予知予
防による健康増進運動を組み入れ、今後の医学教育と医療制度の改革の基本方針とすべきと思います。
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